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第 64 回社会保障審議会年金数理部会 参考 
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厚生年金保険法（抄） 

 (財政の均衡) 

第二条の三 厚生年金保険事業の財政は、長期的にその均衡が保たれたものでなければならず、

著しくその均衡を失すると見込まれる場合には、速やかに所要の措置が講ぜられなければな

らない。 

 

 (財政の現況及び見通しの作成) 

第二条の四 政府は、少なくとも五年ごとに、保険料及び国庫負担の額並びにこの法律による

保険給付に要する費用の額その他の厚生年金保険事業の財政に係る収支についてその現況及

び財政均衡期間における見通し(以下「財政の現況及び見通し」という。)を作成しなければ

ならない。 

２ 前項の財政均衡期間(第三十四条第一項において「財政均衡期間」という。)は、財政の現

況及び見通しが作成される年以降おおむね百年間とする。 

３ 政府は、第一項の規定により財政の現況及び見通しを作成したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 

 

 (調整期間) 

第三十四条 政府は、第二条の四第一項の規定により財政の現況及び見通しを作成するに当た

り、厚生年金保険事業の財政が、財政均衡期間の終了時に保険給付の支給に支障が生じない

ようにするために必要な積立金（中略）を保有しつつ当該財政均衡期間にわたつてその均衡

を保つことができないと見込まれる場合には、保険給付の額を調整するものとし、政令で、

保険給付の額を調整する期間（以下「調整期間」という。）の開始年度を定めるものとする。 

２ 財政の現況及び見通しにおいて、前項の調整を行う必要がなくなつたと認められるときは、

政令で、調整期間の終了年度を定めるものとする。 

３ 政府は、調整期間において財政の現況及び見通しを作成するときは、調整期間の終了年度

の見通しについても作成し、併せて、これを公表しなければならない。 

 

◎厚生年金保険法施行令 

  

（調整期間の開始年度） 

第二条 法第三十四条第一項に規定する調整期間の開始年度は、平成十七年度とする。 
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国民年金法（抄） 

 (財政の均衡) 

第四条の二 国民年金事業の財政は、長期的にその均衡が保たれたものでなければならず、著

しくその均衡を失すると見込まれる場合には、速やかに所要の措置が講ぜられなければなら

ない。 

 

 (財政の現況及び見通しの作成) 

第四条の三 政府は、少なくとも五年ごとに、保険料及び国庫負担の額並びにこの法律による

給付に要する費用の額その他の国民年金事業の財政に係る収支についてその現況及び財政均

衡期間における見通し(以下「財政の現況及び見通し」という。)を作成しなければならない。 

２ 前項の財政均衡期間(第十六条の二第一項において「財政均衡期間」という。)は、財政の

現況及び見通しが作成される年以降おおむね百年間とする。 

３ 政府は、第一項の規定により財政の現況及び見通しを作成したときは、遅滞なく、これを

公表しなければならない。 

 

 (調整期間) 

第十六条の二 政府は、第四条の三第一項の規定により財政の現況及び見通しを作成するに当

たり、国民年金事業の財政が、財政均衡期間の終了時に給付の支給に支障が生じないように

するために必要な積立金（中略）を保有しつつ当該財政均衡期間にわたつてその均衡を保つ

ことができないと見込まれる場合には、年金たる給付（付加年金を除く。）の額（以下この項

において「給付額」という。）を調整するものとし、政令で、給付額を調整する期間（以下「調

整期間」という。）の開始年度を定めるものとする。 

２ 財政の現況及び見通しにおいて、前項の調整を行う必要がなくなつたと認められるときは、

政令で、調整期間の終了年度を定めるものとする。 

３ 政府は、調整期間において財政の現況及び見通しを作成するときは、調整期間の終了年度

の見通しについても作成し、併せて、これを公表しなければならない。 
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国民年金法平成 16 年改正法附則（抄） 

(給付水準の下限) 

第二条 国民年金法による年金たる給付及び厚生年金保険法による年金たる保険給付について

は、第一号に掲げる額と第二号に掲げる額とを合算して得た額の第三号に掲げる額に対する比

率が百分の五十を上回ることとなるような給付水準を将来にわたり確保するものとする。 

一 当該年度における国民年金法による老齢基礎年金の額(当該年度において六十五歳に達

し、かつ、保険料納付済期間の月数が四百八十である受給権者について計算される額とす

る。)を当該年度の前年度までの標準報酬額等平均額(第七条の規定による改正後の厚生年

金保険法第四十三条の二第一項第二号イに規定する標準報酬額等平均額をいう。)の推移を

勘案して調整した額を十二で除して得た額に二を乗じて得た額に相当する額 

二 当該年度における厚生年金保険法による老齢厚生年金の額(当該年度の前年度における

男子である同法による被保険者(次号において「男子被保険者」という。)の平均的な標準

報酬額(同法による標準報酬月額と標準賞与額の総額を十二で除して得た額とを合算して

得た額をいう。次号において同じ。)に相当する額に当該年度の前年度に属する月の標準報

酬月額又は標準賞与額に係る再評価率(第七条の規定による改正後の厚生年金保険法第四

十三条第一項に規定する再評価率をいい、当該年度に六十五歳に達する受給権者に適用さ

れるものとする。)を乗じて得た額を平均標準報酬額とし、被保険者期間の月数を四百八十

として第七条の規定による改正後の厚生年金保険法第四十三条第一項の規定の例により計

算した額とする。)を十二で除して得た額に相当する額 

三 当該年度の前年度における男子被保険者の平均的な標準報酬額に相当する額から当該額

に係る公租公課の額を控除して得た額に相当する額 

２ 政府は、第一条の規定による改正後の国民年金法第四条の三第一項の規定による国民年金事

業に関する財政の現況及び見通し又は第七条の規定による改正後の厚生年金保険法第二条の

四第一項の規定による厚生年金保険事業に関する財政の現況及び見通しの作成に当たり、次の

財政の現況及び見通しが作成されるまでの間に前項に規定する比率が百分の五十を下回るこ

とが見込まれる場合には、同項の規定の趣旨にのっとり、第一条の規定による改正後の国民年

金法第十六条の二第一項又は第七条の規定による改正後の厚生年金保険法第三十四条第一項

に規定する調整期間の終了について検討を行い、その結果に基づいて調整期間の終了その他の

措置を講ずるものとする。 

３ 政府は、前項の措置を講ずる場合には、給付及び費用負担の在り方について検討を行い、所

要の措置を講ずるものとする。 

 

国民年金法施行令（抄） 

(調整期間の開始年度) 

第四条の二の二 法第十六条の二第一項に規定する調整期間の開始年度は、平成十七年度とする。 

 


